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 層の影響)、 (3)階層同類婚の程度、 という3つの側面を
 とりあ げ、 それらに関 して近年発展のめ ざま しいカテ
 ゴリカルデータ解析法を適用 し、 計量分析を試みた。
 社会階層研究においては、「産業化の初期段階(工業化)
 以降は開放性の程度はほとん ど変わらない」 という説
 が有力とされる。 しかしその説の根拠となる分析結果
 は、 主に欧州な ど先発の産業社会のデータから導かれ
 たものである。 日本を含む後発の産業化を経験した社
 会においてもその結論 がそのまま妥当 であるのかは、
 いまなお再検討の余地を残す。 後発産業化は、 急激な
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 経済発展、 急速な高学歴化の進行など、 先発の産業化よりも速度の速い、 あるいは極端な社会変動をも
 たらすという特徴がある。 その帰結と して、 先発の産業社会にはみられなかった開放性の増大趨勢が、
 後発産業社会において確認される可能性があると考えた。
 本論の目的は、 後発産業化と社会の開放性との関係を検証することから、 日本の階層社会の軌跡と未
 来を展望する視点を獲得することである。 時点を固定しての横断的な社会間比較、 日本の階層社会にか
 んする縦断的な時点問比較な どのこれまでにみられたアプローチを超えて、 産業化の後発性の程度が異
 なる3つの国々 (日本、 日本よりも遅れて産業化を開始した韓国、 現在までのところ最も高度な産業化
 を迎えているアメリカ) における趨勢的変化を比較分析する。 したがって、 大きな問いを挙げるならば
 それは 「後発産業化は、 社会の開放化をもたらすのか」というものになろう。 そのような総合的な評価を
 与えるのみならず、 「近年になってみられる変化があると したら、 それは何か」 の特定そ して解釈も問わ
 れるべき課題となる。 さらに実証的分析でみられた傾向と、 現在および近い将来の日本社会の変化の方
 向とをあわせると、 階層社会の未来像と して どのような姿を予想できるか、 仮説的推測を得ることも本
 論のねらいの1つである。 最後には、 階層論の視野から眺めたときに、 め ざさ れる べき社会の姿は どの
 ようなものか、 議論が試みられる。
 本論はマクロ的概念間の関連に研究関心があるものではある が、 その関連の背後に は個 人の選択や行
 為があると仮定 している。 すなわち、 ミクロ的行為に基づいて、 階層現象が生起すると してとらえる。
 基礎とする理論は、 合理的選択理論である。 そこでの重要な一般的概念としては、 選好、 資源、 制約があ
 るが、 これらのいずれも、 教育達成、 社会移動、 階層同類婚の各領域における個別特殊的な概念と対応す
 る。 例えば社会移動にかんしては、 到達階層の望ましさは選好に、 出身階層の有利さは資源に、 移動に
 おける障壁は制約に、 それぞれ該当すると考えられる。 それゆえに、 ミクロとマクロをつなぐことを意




 と、 (1)社会階層と社会移動全国調査 (SSM 調
 査)、 (2)日本版総合的社会調査 (JGSS)、 (3〉韓
 国・労働と所得に関するパネル調査 (KLIPS)、
 (4)韓国・社会的不平等と公正に関する調査
 (SIJ)、 (5/アメリカ・総合的社会調査 (GSS)、
 である。 いずれも、 全国レベルの母集団から
 の無作為抽出によって代表性を保証された標
 本に基づいて、 統計的社会調査によって得ら
 れた良質なデータセッ トであるといえる。 主
 として用いた統計分析法は、 対数線形モデル
 とロ ジッ ト回帰モデルである。 前者において
 は、 Xie (1992) により開発された一様相違
 モデルを中心的に使用 した。 後者については、
 順序ロジット回帰モ デルや条件付き多項ロ
 ジッ ト回帰モデルなどを使用 した。 いずれの
 モデルも、 当該手法の発展史のなかで確立さ
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 注:日本・女性の教育達成は、 1910-70 年代出生を対象。
 甲『 ↑ II は開放性の上昇、 "↓ 11 は低下、 "一1 は不変を示す。
 直接に分析 していない課題はかっこで括った。
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 れた、 現在の主流、 もしく は近い将来その位置につくことが有望視できる優れた統計分析法である。
 以上のような問題設定、 理論的背景、 研究方法を序章から第2章で説明 したのに続き、 第3章から第5
 章において計量的実証分析がなされる。
 第3章においては、 教育機会の階層間格差の趨勢を検証した。 日本、 韓国、 アメリカにおいて、 教育達
 成の出身階層間不平等が維持されてきたのか、 それとも縮小 してきたのか、 どちらの説がより真に近い
 か判 断ずることを最大の目的と して分析をおこなった。 長期的な趨勢を検討 した結果、 日本、 韓国、 ア
 メリカのいずれの国の、 いずれの性別にかん しても、 出身階層と最終学歴との関連は不変であることが
 明らかとなった。 中等教育機会と高等教育機会について、 それぞれ別に短期的趨勢を分析 したところ、
 中等教育にかん しては、 変化の程度 は微弱であるが、 階層間の不平等 が小さく なってきたことが示唆さ
 れた。 他方、 高等教育については、 出身階層の効果は世代問でほとんど変わっていないが、 父教育の影
 響が若年世代においてやや強まってきたことがうかがえた。 それらを総合的に考察すると、 教育達成に
 おける不平等の程度は基本的にあまり変わっていないと結論付けられる。 高等教育についてみられた父
 教育の影響力増大は、 平等化 どころかむ しろ不平等化を意味するものであるが、 その効果が階層間格差
 全体を強く押 し広 げるものであるかといえ ばそれほ どではない。 結局のところ、 教育機会の出身による
 不平等は、 今も昔もそれほ ど変わらず一定程度を保っているのである。
 第4章では、 世代間社会移動のパターンおよびトレン ドにかんして分析をおこなった。 基本関心は、
 社会移動について欧州型や米国型とは異なるいわば「東アジア・モ デル」 と呼ぶべきものがあるのかにつ
 いての検討、 そして社会移動に見られる社会の開放性の趨勢的変化の検証にあった。 得られた結果を考
 察 したところ、 東アジアで移動パター ンが収斂 していくとはあまり考えられない。 「東アジアの社会の
 開放性の高さ」 は日本と韓国共通に確認されたが、 その高さを支える移動パターンは互いに異なること
 がわかった。 日韓両国は、 世界の中で見るときわめて類似した産業化プロセスをた どってきたと考えら
 れるが、 決して社会移動のパターンの類似性につながるものではなかったのである。 社会移動を生み出
 す要因を分解 し、 それらの趨勢的変化と国際比較を試みたところ、 次のような趨勢にかかわる知見が得
 られた。 第1に、 日本も韓国も社会移動の程度については経済成長の前後でほとんど変わらなかった。
 第2に、 移動のパターンについては、 時代問で異なっていた。 ただしそれは系統的なものではなく、 一時
 的あるいは短期的な変動のあらわれと思われる。 つま り、 社会移動の レベルは一定であるけれども、 そ
 のパターンは変わってきた。 それは現在のメイ ンス トリーム である FJH 仮説 (「社会移動パターンの収斂」
 を内容とする) と必ず しも整合的ではない結果といえる。
 第5章では、 社会の開放性ない し閉鎖性をとらえるという観点から、 出自的同類婚 (夫婦の出身階層の
 関連) と学歴同類婚 (夫婦の学歴の関連) の分析をおこなった。 目的は、 同類婚についての分析結果を手
 がかりと して、 日本の開放性の姿を社会移動とは別の角度から明らかにすることである。 既存の研究結
 果によれば、 アメリカでは出自的同類婚が減少してきたことがわかっている。 後発産業社会の日本およ
 び韓国ではそれよりも同類婚の減少趨勢がより顕著に見られることが予想されたが、 ここでの分析結果
 はそれを支持するものではなかった。 日本の階層 同類婚の趨勢については、 非常にゆるやかな直線的減
 少趨勢が示された。 ただし、 学歴同類婚の影響を除去 し、 出自的同類婚の強さだけを取り出してその趨
 勢を検討 した場合には、 ほとん ど変わっていないことがわかった。 また、 韓国においては同類婚が変化
 したという知見は得られなかった。 長期的にみて、 同類婚の強さはきわめて安定的であったとみること
 ができる。 急激な産業化を経験したとはいえ、 同類婚で測った開放性は基本的には変わっていないとみ
 るのが、 本章の結論である。
 第6章においては、 序章で提起した大きな問いに対 して答える形で議論を展開 した。 3つの指標一教
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 育機会・社会移動・同類婚一を通して、 社会の開放性の趨勢を検討 してきたが、 それらにみられる共通性
 と相違をまとめ、 総合的な考察を行った。 まず開放性の趨勢についての結果をまとめると、 大きくとら
 えた場合には、 社会の開放性の構造はきわめて安定的であったということができる。 日本と韓国という
 後発産業社会におけるその趨勢をさま ざま な角度から検討 してみても、 出身階層間にみられる相対的な
 格差が縮小したという結論を導くことはまったくできなかった。 よって、 合理的選択理論を援用 して、
 後発産業化の与えるイ ンパク トについて予測を してみたものの、 まったくあてはまらなかったと認め ざ
 るを得ない。 合理的選択理論による予測があてはまらなかった理由と しては、 社会の機会構造のほうが
 圧倒的に大きい影響力をもっていること、 大分類 レベルの階層カテ ゴリ 一使用 が理論の射程と整合的で
 はないこと、 高い階層が強い再生産力を持ちがちであってそれは少々のことでは揺らがないこと、 など
 が考えられる。 開放性の安定的趨勢という本論の結果は、 原と盛山 (1999) が到達 した 「基礎的平等化の
 進展」という大きな結論と符合するものである。 広く行き渡った財や機会だけが平等化するのみと唱え
 る原と盛山 (1999) の「基礎的平等化」論は、 同類婚も含めて検討範囲を拡げても、 また韓国をも含めるこ
 とでさらに後発の産業国まで対象を拡 げても、 揺ら ぐことはなかった。 ゆえに、 より一般性をもった解
 釈枠組みと して再評価できるといえよう。 ただ少 し注意が必要なのは、 日本においては出身階層のライ
 フチャンス規定力が変わってこなかったのではあるが、 その水準自体は決 して憂慮に値するほ どではな
 いことである。 日本は例外的に開放的ではないけれども、 特に閉鎖的ということでもない。 社会の開放
 性に限っていうならば、 あくまで標準的な産業社会の1つなのだ。 その意味で、 本論は後発産業化の特
 殊性を抽出するねらいから始められたものの、 最後には産業社会一般にみられる普遍性の再確 認に至っ
 たわけである。
 日本の機会格差の構造を大局的にとらえれば、 急激な産業化を経験したにもかかわらず、 開放性の程
 度が変わらなかったことが強調されるべきではあるが、 とはいえまったく変化がみられなかっ たわけで
 はない。 意識 レベルにおいて学歴の重要性が減退する一方で、 実態 レベルにおいては学歴がより重要に
 なってきていることがそれである。 一般にいう高学歴の地位表示機能は既に弱化したが、 地位達成機能
 は維持されている。 しか し後者もまた、 いずれいっそうの高学歴化の過程で埋もれていくだろう。 その
 ときに姿を現すのは、 高等教育学歴の中でも一部の限られた機関にのみ威信が集中 し、 人材輩出の上で
 も目立った成果をあげるという社会である。 それは何のことはない、 いつの時代においてもみられたよ
 う な、 高く価値付けられる教育機関の相対的希少性が再現されているだけである。 その意味では変わっ
 ていないというべきかも しれないが、 絶えず上方シフ トを強いられて細かく差異化をする中で新たに価
 値あるものが決まっていくという点からすると、 不断に変容を繰り返 しているようにとらえられないこ
 ともない。 本稿の長期的趨勢分析の結果から推察されたのは、 そのような社会のプロセスなのである。
 現在議論の焦点となってお り、 かつ近い将来において社会問題化する.と されている重要な論点から、
 本論と密接に関係すると思われるものをあげて階層社会のゆくえを議論 した。 第1に、 「ゆと り」の転換
 と自由化路線のなかで、 教育の階層化かが進むか どう か、 という点である。 「ゆとり」教育路線から反転
 して、 授業時間が再 び増加 していくと予想される近い将来においても、 教育達成の相対的格差について
 は大きく変わるものではないと考える。 しか し一連の 「教育の自由化」 の動きは、 学校間での教育条件が
 不均質になることと、 本人の将来にとって重要な選抜がより早い段階でおこなわれる傾向が強まること
 によって、 教育機会の出身階層間格差が大きくなりかねない懸念がある。 第2に、 非正規雇用の拡大の
 もとで社会移動が どう 変わるか、 という点である。 その変化は、 世代問の社会移動にはあまり影響をお
 よぼさないけれども、 世代内移動 (キャリア移動) に深刻な影響を与えうる。 正規雇用と非正規雇用との
 あいだには非対称な移動関係があり、 正規雇用から非正規雇用には移れるけれども、 その逆は非常に困
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 難なのだ。 ゆえに、 初職達成における不利が累積 していく危険性がありうるのである。 第3に、 婚姻の
 多様化のもとで階層同類婚が どう なる か、という点がある。ここでいう多様化と は、離婚の増加や非婚化・
 晩婚化をさす。 そのような時代においては、 階層 同類婚はもはや開放性をとらえるための指標と して有
 用ではなくなるかも しれない。 なぜなら、 夫婦のデータが社会一般を代表するものとならず、 偏りが大
 きくなってしまうからである。
 また第6章では、 階層研究の背後に存在 している価値や理想を明るみに出 し、 め ざされるべき社会の
 姿を模索 した。 まず 「希望」をもって生きていけることを現代社会において重要と位置づけ、 それを実現
 するための社会の条件を、 (1)「敗者復活戦」 のある社会、 (2)年齢によってチャンスの制 限されない社会、
 (3〉ゼロサム ゲームではない社会、(4 )地位の非一貫性の確保された社会、というところに求めた。その後に、
 日本において 「格差拡大」言説が吹き荒れる現状を筆者なりに評価 し、 それらの主張は大いに目立ってい
 るけれども 目立つことが真実であることを確約するわけではないこ と、 それらの諸説は絶対的窮乏のイ
 メージ (例えば就学援助な ど) を喚起させることによって実態以上に深刻と感 じさせていることを論 じ、
 「自身の現状と過去との比較、 未来との比較によって格差拡大という物語にひきつけられる」という代替
 仮説を提起した。 そして最後に、 階層社会日本が どのような社会であるべきか議論 し、 「試行錯誤が許
 され、 最適とはいえないまでも満足できる解に社会の多くの人びとが達する社会」 をその1つの姿では
 ないかと考えた。
 本論の成果の位置づけ
 本論は、 スタンダー ドな社会階層研究に属するものであるが、 隣接諸分野、 とりわけ教育社会学、 家族
 社会学等に対 してもインプリケーションを有するものとみることができる。 そこで、 各々の学問領域の
 従来の研究蓄積に対して、 本論で発見した知見が どのような意義を主張しうるか、 以下に整理する。
 第1に、 本論は後発産業社会における開放性の趨勢を複数の指標からとらえ、 長期的にみてもそのレ
 ベルが大きく変わったわけではないことを実証した。 この点は従来から主張されてきたこととあまり違
 いはないけれども、 内容の拡張 (開放性の指標をより増やした) と対象の拡張(日本よりも後から産業化
 を開始 した韓国を含めた) をおこなっても開放性の安定的趨勢という知見が確認されたことで、 社会階
 層論における通説が頑健であることのいっそうの裏付けを与えることに成功 した。
 第2に、 学歴と社会階層とのかかわりにおいては系統的な変化がみられることを発見した。 地位を表
 示するものと しての学歴は重要性を失う一方で、 地位を達成する手段と して学歴をみればいまだに重要
 であることがわかった。 今後迎えるさらなる高学歴社会においては、 人びと が学校歴 (「大学ランク」等)
 を差異化のシグナルとすることが予想される。 このことは、 主に教育社会学の対象であ り、 社会階層論
 においては周辺的な扱いを受けてきた。 本論は、 社会階層研究の知見と教育社会学とりわけ学歴研究と
 を架橋する役割を担ったと評価 しう る。
 第3に、 階層同類婚について、 その構造と変動を再検討することによって、 これまでの知見の一部を覆
 し、 新たな成果をもたらした。 社会移動や教育機会の研究と異なり、 日本における階層同類婚研究はそ
 れほ ど多くの蓄積がなく、 既存の文献のほとん どは旧来の手法によって分析されたものであった。 より
 洗練された手法による本論の再分析は、 対立する見解が並存していた現状を乗り越え、 確実な前進をも
 たらした。 日本では意外なほど家族社会学者の関心を集めず、 また社会階層研究者にとっても同様であ
 るために半 ば空隙と化 していたこの研究領域に、 ベンチマークとなるべき成果を提供 した。
 それから最後に、 社会統計学における意義が挙げられる。 本論では、 ロジッ トモデルとログリニアモ
 デルを中心に、 カテ ゴリカルデータ分析の諸技法を体系だてて整理 して、 その発展を跡付けるとともに
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 、油
 展望を示 した。 単にそれらをレビューするにとどま らず、 リアル・データに対 して最新の技法を適用 し、
 さま ざま な実質的課題を解くための応用事例をひろく示すことができた。
 残された課題と今後の展望
 さま ざま な制約あるいは限界によ り、 本論において扱うことのできなかった課題が残っていることも
 また事実である。 最後に、 残された課題をあげ、 今後の研究の指針となるべき展望を提起することとし
 た い。
 第1に、 階層現象を説明する理論を新たに開発する必要性がある。 社会階層研究においてはデータ分
 析技法の発展に比 して理論のそれが十分でないことは、 盛山 (!997) によって強く指摘された点である。
 残念ながら本論によって も、 「合理的選択理論による趨勢予測と経験的データ分析結果が一致 しない」
 ことを明らかに しただけで、 有望な説明枠組みを提示するには至らなかった。 また、 社会移動や教育達
 成の格差構造の理論については、 Goldtholpe や Breell のそれを引用 しており、 本論のオリ ジナリティを
 打ち出すことはできなかった。 今後は、 何よりも日本の階層社会を読み解くにふさわしい理論を開発す
 ることが求められる。 アプローチの仕方と しては、 1つには国際共通モデルから出発 して日本の状況や
 文脈に照ら し合わせて修正を加えていく方法があるだろう。 そ してもう1つは、 階層理論の大きな流れ
 を概観 し、 キー概念を丹念に求めていくことが有望と考えられる 1。
 第2に、 本論では、 機会の格差を生み出す因果関係を十分に分析することができなかった。 対数線形
 モデルは、 下位集団のあいだにみられる相対的な機会格差構造をとらえるのに有効な方法だが、 因果関
 係の分析に適 しているとは言い難いのである。 例えばある資源を獲得 したことで次の時点での選択行動
 が変わるというよう に、 同一個体の縦断的な変化をとらえるものでなければ、 本来的に因果を分析 した
 ことにはならない。 因果分析のための科学研究の伝統的戦術は、 実験的方法である。 しかしながら、 階
 層現象の研究のデザイ ンの都合上、 実験的操作の介入がほとん ど不可能2なことは自明である。 それに
 代わる有効な手段は、 ライフヒス トリー的データに対する縦断的統計分析法の適用であろう。 データに
 かんしては、 パネル調査データの収集が望まれる。 回顧的情報は、 記憶の精度や、 後付け的なライフヒ
 ス トリーの再構成がなされるな どの問題点をはらむため、 パネル調査によって前向き (prospective) に情
 報をとることが必要とされるのである。 それに適 した分析方法については、 イベントヒス トリー分析の
 ほか、 潜在成長曲線モデルや階層線形モデルによる縦断的分析な ど、 有望な道具が揃いつつある 3。 それ
 らを用いての再検証は、 因果関係にせまる一助となることだろう。
 第3に、 今後は、 中間変数を含めて、 分析モデルのいっそうの精密化を図る必要がある。 つまり、 本論
 は主要変数問の連関を 「外側」 と比較するものであったが、 そのような試みのほかに、 連関の 「内側」 を掘
 り出す努力を しなければな らない。 その際、 新た に投入する変数の選択のガイ ドを提供するのは、 階層
 にかかわる理論である。 第1の課題であげた理論の開発と、 ここで述べた中間変数を含めた多変量分析
 モ デルの展開とは、 軌を一つにするものである。 理論をデータ分析によって検証するとともに、 データ
 分析の発見から理論 を構築あるいは修正する、 そのよう な往復運動の重要性はいくら強調 しても し過 ぎ
 ることはない㌔
 第4には、 比較分析対象の拡大がある。 後発産業社会について議論を一般化するには、 本論で対象と
 した日本と韓国だけでは明らかに不足である。 そこで、 台湾はじめ、 中国やイン ド、 さらにはマ レーシ
 アやタイな どア ジア諸国へと視線を向け、 それらを含めた比較分析により一般化 しう る知見となるよう
 磨きをかけていくことが求められる。 そうすることな しには、 「ア ジア社会階層論」 ともいう べき壮大
 な物語を描くことはできまい。 さらには、 既に比較研究の豊富な蓄積のある欧米の調査デー タとの比較、
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 南米やアフリカ等の別の後発産業社会との比較をも付け加えることによって、 国際化時代に対応した比
 較社会階層研究の展望が拓けるのではないだろうか. そのためには、 世界各国のデータアーカイブを利







 そのようなアプローチの例として・ Grusky (2001)、 Wright (2005) などがある。
 例えば、 本論において説明変数と した 「出身。) 階層的地位」 にかん して、 ある者には高い地位を、 また別のある者には
 低い地位を、 研究者が無作為に割り当てることはできない。
 ルについては Raudenbush と Bryk (2002) や三輪・小林 (2005) を参照のこと。
 4 社会学における理論とデータ分析との関係については、 蜘[一1 (1992) による解説がある。
 5 データアーカイブや二次分析の解説は、 佐藤博樹ほか (2000) を参照されたい。
 3 イベントヒストリー分析については Yamaguchi (1991〉、 潜在曲線モデルについては狩野・三浦 (2002)、 階層線形モデ
 論文審査結果の要旨
 本論文は、 社会階層研究の中心的課題である 「社会の開放性」 (ライフチャンス獲得機会における出身
 階層問格差の程度) についての日本社会の特徴を、 アメリカ、 韓国との比較計量分析を通 して明らかに
 しょうとしたものである。 日本社会の「社会の開放性」ついては、これまで多くの研究が行われてきたが、
 それらに比較 したとき、 本論文の特徴と して次の2点を指摘することができる。
 (1)これまでの研究の多くは、 日本社会だけの観察にもとづくものか、 欧米社会との比較にもとづくも
 のであっ た。 これに対 して本論文では、 同 じ東アジア産業社会である韓国からも大規模データを取得し
 て、 これを比較の対象としている。 (2/日本社会を、 アメリカを含めた先発産業社会の最後尾であり、 韓
 国を含めた後発 産業社会の最先端と位置づけて、 分析の結果を解釈 しよう と している。
 本論文の中核を成すのは第3章から第5章の データ分析である。
 第3章においては、 教育機会の階層問格差の趨勢が検証される。 長期的な趨勢を検討した結果、 日本、
 韓国、 アメリカのいずれの国のいずれの性別に関 しても、 出身階層と最終学歴との関連は不変であるこ
 とが明らかとなった。 中等教育機会と高等教育機会について、 それぞれ別に短期的趨勢を分析 したとこ
 ろ、 中等教育に関 しては、 変化の程度は微弱であるが階層間の不平等が小さくなってきたことが示唆さ
 れた。 他方、 高等教育については、 出身階層の効果は世代問でほとんど変わっていないが、 父教育の影
 響が若年世代においてやや強まってきたことがう かがえる。 それらを総合的に考察すると、 教育達成に
 おける不平等の程度は基本的にあまり変わっていないと結論づけている。 高等教育についてみられた父
 教育の影響力増大は、 平等化どころかむしろ不平等化を意味するものであるが、 その効果が階層問格差
 全体を強く押 し広 げるものであるかといえばそれほ どではない。 結局のところ、 教育機会の出身による
 不平等は、 今も昔もそれほ ど変わらず一定程度を保っている。
 第4章では、 世代問社会移動のパター ンおよびトレン ドの分析が行われる。 基本関心は、 社会移動に
 ついて 欧州 型や米国型とは異なる いわ ば「東ア ジア・モ デル」と呼ぶべきもの があるのかについての検討、
 そ して社会移動に見られる社会の開放性の趨勢的変化の検証にある。 得られた結果では、 東アジアで移
 動パターンが収斂 していくとはあまり考えられない。 「東アジアの社会の開放性の高さ」は日本と韓国
 共通に確認されたが、 その高さを支える移動パターンは互いに異なることが明らかになった。 日韓両国
 は、 世界の中で見るときわめて類似 した産業化 プロセスをた どっ てきたと考えられる が、 決 して社会移
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 動のパターンの類似性につながるものではなかったのである。 社会移動を生み出す要因を分解し、 それ
 らの趨勢的変化と国際比較を試みたところ、 次のような趨勢にかかわる知見が得られた。 第1に、 日本
 も韓国も社会移動の程度については経済成長の前後でほとんど変わらなかった。 第2に、 移動のパター
 ンについては、 時代問で異なっていた。 ただ し、 それは系統的なものではなく、 一時的あるいは短期的
 な変動のあらわれと思われる。 それは現在のメインス トリームである FJH 仮説 (「社会移動パターンの
 収斂」 を内容とする) と必ず しも整合的ではない結果といえる。
 第5章では、 社会の開放性ない し閉鎖性をとらえるという観点から、 出自的同類婚 (夫婦の出身階層の
 関連) と学歴同類婚 (夫婦の学歴の関連) の分析が行われた。 目的は、 同類婚についての分析結果を手が
 かりとして、 日本の開放性の姿を社会移動とは別の角度から明らかにすることである。 既存の研究結果
 によれば、 アメリカでは出自的同類婚が減少してきたことがわかっている。 後発産業社会の日本および
 韓国ではそれよりも同類婚の減少趨勢がより顕著に見られることが予想されたが、 ここでの分析結果は
 それを支持するものではなかった。 日本の階層同類婚の趨勢については、 非常にゆるやかな直線的減少
 趨勢が示された。 ただ し、 学歴同類婚の影響を除去 し、 出自的同類婚の強さだけを取り出してその趨勢
 を検討した場合には、 ほとん ど変わっていないことがわかった。 また、 韓国においては同類婚が変化し
 たという知見は得られなかった。 長期的にみて、 同類婚の強さはきわめて安定的であったとみることが
 できる。 急激な産業化を経験したとはいえ、 同類婚で測った開放性は基本的には変わっていないとみる
 のが、 この章の結論である。
 第6章は、 以上の分析を受けた結論部分である。
 「開放性の安定的趨勢」 というのが総体的な結論である。 これは原純輔と盛山和夫が到達 した 「基礎的
 平等化の進展」 という大きな結論と符合するものである。 広く行き渡った財や機会だけをとりあ げて展
 開された原と盛山の 「基礎的平等化」 論は、 同類婚も含めて検討範囲を拡 げても、 また韓国をも含めるこ
 とでさらに後発の産業国まで対象を拡げても、 揺らぐことはなかった。 ゆえに、 より一般性をもった解
 釈枠組みと して再評価できるといえよう。 ただ少 し注意が必要なのは、 日本においては出身階層のライ
 フチャ ンス規定力が変わってこなかったのではあるが、 その水準自体は決 して憂慮に値するほ どではな
 いことである。 日本は例外的に開放的ではないけれども、 特に閉鎖的ということでもない。 社会の開放
 性に限っていうならば、 あくまで標準的な産業社会の1つなのだ。 その意味で、 本論は後発産業化の特
 殊性を抽出するねらいから始められたものの、 最後には産業社 会一般にみられる普遍性の再確認に至っ
 たわけである。
 最後に、 論者の階層研究の背後に存在 している価値や理想をあえて明示 し、 め ざさ れるべき社会の姿
 を模索 している。 まず 「希望」をもって生きていけることを現代社会において重要と位置づけ、 それを実
 現するための社会の条件を、(1)「敗者復活戦」 のある社会、 (2)年齢によってチャンスの制限されない社会、
 (3)ゼロサム ゲームではない社会、(4)地位の非一貫性の確保された社会、という ところに求めた。その後に、
 日本において 「格差拡大」言説が吹き荒れる現状を論者なりに評価 し、 それらの主張は大いに目立ってい
 るけれ ども 目立つことが真実であることを確約するわけではないこ と、 それらの諸説は絶対的窮乏のイ
 メージ (例えば就学援助な ど) を喚起させることによって実態以上に深刻と感 じさせていることを論 じ、
 「自 身の現状と過去との比較、 未来との比較によって格差拡大という物語にひきつけられる」 という 代替
 仮説を提起した。 そ して最後に、 階層社会日本がどのような社会であるべきか議論 し、 「試行錯誤が許
 され、 最適とはいえないまでも満足できる解に社会の多くの人びとが達する社会」 をその!つの姿では
 ないかと主張している。
 これらの分析から得られた命題の多くは、 これまでの日本社会のみの観察、 あるいは欧米との比較か
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 ら得られた命題を再確認するものとなっているが、 ①東アジア産業化社会である韓国を比較対象と して
 加え、 アメリカを含めた先発産業社会の最後尾であ り、 韓国を含めた後発産業社会の最先端と して日本
 社会を位置づけるという斬新な分析枠組、 ②3つの社会から得た上質の大量データ を用いていること、
 ③カテ ゴカ ルデータに関する高度な統計分析技法の適用、という 要素か組み合わせられる ことによって、
 議論の確実性は飛躍的に向上 しており、 今後、 標準的な分析結果と して参照 し続けられることになるだ
 ろう。
 また、 議論を展開する上での表現力の高さも、 審査担当者が一致して評価した点であった。 先行文献
 の利用のしかた、 議論の論理的展開、 文章表現の豊かさは、 読者に対して安心感と信頼感を与えるもの
 になっている。
 もちろ ん、 本論文には以下のよう な問題点も指摘できる。
 (1) 教育機会、 社会移動、 同類婚な どの格差とその変化が、 人びとのアスピレーションや階層観など
  の心理と どう 結 びつ いているのかという 点についての考察が充分ではない。
 (2) 教育機会および社会移動の変化を「開放化」と結びつけることは問題がないが、 階層同類婚をそれ
  と同列に論 じることができるかどう かは疑問がある。 この点についての議論は必ずしも説得的では
  ない。
 (3) 「階層社会のゆくえ」に関する考察およ び論者なりの処方箋が第6章において示されている点は高
  く評価できる が、 それまでの 分析結果との関連がかならず しも明確ではない。
 これらの問題点の解決は課題と して残っている。 ただし、 そのことは本論文が当該分野における画期
 的成果であることを損なうものではない。 よって本論文の提出者は、 博士 (文学) の学位を授与されるに
 十分な 資格を有するものと認められる。
 一80～
